
別紙３
余寿命診断に関する指針

　ボイラー等の定期事業者検査の時期変更に係る余寿命診断と、これにもとづく検査の時期変更の適用可能期間は次のとおりとする。

１．余寿命診断

　(1) 余寿命診断の対象とする劣化要因

　余寿命診断はクリープ破断寿命について行うものとする。

　(2) 診断対象部位と適用余寿命診断手法

　余寿命診断は設計温度が450℃以上のものを対象とする。診断対象部位としては保安上重要な次の管寄又は大径管とし、それぞれの対象部位について設計条件で高熱負荷部、高応力作用部の中から最も過酷と考えられる代表箇所を選定して行うものとする。また、適用する診断手法は各対象部位について１手法以上とする。

	対象部位
	劣化要因
	余寿命診断手法

	火炉蒸発器管寄
	クリープ
	母　材：破壊試験法、硬さ測定法、結晶粒変形法、組織対比法（母材）、炭化物組成測定法、析出物粒間距離法、解析法

溶接部：破壊試験法、硬さ測定法、炭化物組成測定法、電気抵抗法、超音波法、Ａパラメータ法、ボイド面積率法、ボイド個数密度法、組織対比法（溶接部）、解析法

	過熱器管寄又は

主蒸気管
	
	

	再熱器管寄又は

高温再熱蒸気管
	
	


備考：上記以外の手法については上記手法と同等の精度があることが客観的に確認
（学術経験者の参加する委員会等）できることを、条件に適用を可とする。

　(3) 評価余寿命

診断により得られた余寿命の50％の値を「評価余寿命」とする。

この値をもって検査の時期変更の適用可能期間を設定することとする。

２．検査の時期変更の適用可能期間

検査の時期変更は、余寿命診断実施以降の運転時間の合計が評価余寿命を超えない時期までとする。ここで運転時間の合計は余寿命診断実施以降の実績運転時間に延長後の検査予定日までの暦日時間を加えたものとする。

また、適用可能期間以降については、再度、当該部位の余寿命診断を実施して評価余寿命を確認することにより検査の時期を設定することとする。

検査の時期変更の適用可能期間を下図に示す。
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                      図１　評価余寿命が十分ある場合
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                      図２  評価余寿命が２４ヶ月に満たない場合  

３．各手法における余寿命診断の方法

　(1) 破壊試験法

ａ　パラメータ法

・診断部位からサンプルを４本以上採取し、応力又は温度を変えクリープ破断試験を行う。

・上記で得られたテストデータにより応力とラーソンミラーパラメータとの回帰線を作成し余寿命を求める。


ラーソンミラーパラメータ

ｂ　アイソストレス法

・診断部位からサンプルを３本以上採取し、実機応力で温度を変えクリープ破断試験を行う。

・上記で得られたテストデータにより温度と破断時間との回帰線を作成し余寿命を求める。


破断時間（対数）

　(2) 硬さ測定法

・診断部位の硬さを測定する。

・上記で得られた硬さ（又は初期硬さ（又は推定初期硬さ）からの低下量、低下比）を使用し、硬さと損傷量との関係を示すマスターカーブ（評価曲線）により損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

・評価指標(硬さ)とマスターカーブ、余寿命の算出方法を下図に示す｡（本例に示す考え方は、評価指標とマスターカーブを各診断手法における適切なものとし、結晶粒変形法、組織対比法（母材）の一部、炭化物組成測定法、電気抵抗法、超音波法、Ａパラメータ法、ボイド面積率法、ボイド個数密度法においても同様とする｡）

＜硬さと損傷量のマスターカーブを使用した例＞









余寿命＝累積運転時間×（100－φ）／φ

　(3) 結晶粒変形法

ａ　変形係数法

・診断部位の組織をレプリカ等により転写し、応力方向と結晶粒の最大径の方向とのなす角度の分布についての標準偏差（変形係数）を求める｡

・上記で得られた変形係数を使用し、変形係数と損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

ｂ　フェレ径比法

・診断部位の組織をレプリカ等により転写し、結晶粒を応力方向に投影した長さと応力方向と垂直方向に投影した長さの比（フェレ径比）を求める｡

・上記で得られたフェレ径比を使用し、フェレ径比と損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

(4) 組織対比法（母材）

・診断部位の組織をレプリカ等により転写し、以下の３手法により各々損傷量を求める。

・粒界に析出した炭化物の平均粒径を求め、平均粒径と損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・組織を観察し、組織の状況と損傷量の関係を示す標準組織写真と対比することにより損傷量を求める。

・粒内炭化物の析出状況を観察し、析出状況と損傷量の関係を示す標準組織写真と対比することにより損傷量を求める。

・上記で得られた結果より損傷量を総合的に評価する。

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

　(5) 組織対比法（溶接部）

・診断部位の組織をレプリカ等により転写し、以下の３手法により各々損傷量を求める。

・ボイドやき裂の発生状況を観察し、これらの状況と損傷量の関係を示す標準組織写真と対比することにより損傷量を求める。

・組織を観察し、組織の状況と損傷量の関係を示す標準組織写真と対比することにより損傷量を求める。

・炭化物の析出状況を観察し、析出状況と損傷量の関係を示す標準組織写真と対比することにより損傷量を求める。

・上記で得られた結果より損傷量を総合的に評価する。

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

　(6) 炭化物組成測定法

・診断部位から微少サンプルを採取し炭化物を抽出する。炭化物に含まれるクロムとモリブデンの重量比を求める。

・上記で得られた重量比を使用し、重量比と損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

　(7) 析出物粒間距離法

・診断部位の組織をレプリカ等により転写し、析出物の粒間距離を測定する。粒間距離よりクリープ速度を求める。

・上記で得られたクリープ速度と実機使用温度・圧力によりクリープ曲線を推定し余寿命を求める。

　(8) 電気抵抗法

・診断部位について溶接部と母材との電気抵抗率比を測定する。

・上記で得られた電気抵抗率比と未使用材の電気抵抗率比との比を使用し、これらと損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

　(9) 超音波法

・診断部位の超音波ノイズ値を測定する｡

・上記で得られたノイズ値と初期ノイズ値（又は推定初期ノイズ値）との比（ノイズ値比）を使用し、ノイズ値比と損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

 (10) Ａパラメータ法

・診断部位の組織をレプリカ等により転写し、ボイドが生成している粒界の割合（Ａパラメータ）を求める｡

・上記で得られたＡパラメータを使用し、Ａパラメータと損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

 (11) ボイド面積率法

・診断部位の組織をレプリカ等により転写し、単位面積当たりに占めるボイドの面積（ボイド面積率）を求める｡

・上記で得られたボイド面積率を使用し、ボイド面積率と損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

 (12) ボイド個数密度法

・診断部位の組織をレプリカ等により転写し、単位面積当たりのボイドの個数（ボイド個数密度）を求める｡

・上記で得られたボイド個数密度を使用し、ボイド個数密度と損傷量との関係を示すマスターカーブにより損傷量を求める｡

・損傷量と評価時までの累積運転時間により余寿命を求める｡

 (13) 解析法

・診断部位をモデル化し、蒸気温度、圧力等の運転データを基に有限要素法等により温度・応力解析を行う。この解析結果を用い、クリープ破断強度特性から診断部位の全寿命を求める。

・全寿命と評価時までの累積運転時間の差により余寿命を求める｡

余寿命診断報告書

株式会社
火力発電所
号ボイラー

	ボ　　イ　　ラ　　ー

	施設番号
	
	圧　力
	（出口）
MPa

	刻印番号
	
	
	（最高温度）
MPa

	合格年月日
	
	温　度
	（出口）
℃

	種類
	
	
	（最高使用）
℃

	蒸発量又は出力
	
	
	（加熱面積）
ｍ2

	製造者名
	
	その他
	（過熱面積）
ｍ2

	製造年月日
	
	
	（再熱面積）
ｍ2

	累積運転時間
	
	

	累積起動回数
	
	

	余寿命診断実施日
	
	


	余寿命診断結果

	対象部位
	劣化

要因
	対象部位の材質
	対象部位の許容応力
	対象部位新替以降の運転時間
	実施日
	適用手法
	テストデータの個数
	テストデータの平均的な余寿命
	評価余寿命

	ボイラー火炉蒸発管管寄
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ボイラー過熱器管寄又は主蒸気管
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ボイラー再熱器管寄又は高温再熱蒸気管
	
	
	
	
	
	
	
	
	


添付資料

１．対象部位の選定理由書
４．余寿命診断結果に関する説明書

２．対象部位の箇所を示す図面
５．総合評価に関する説明書

３．余寿命診断手法に関する説明書

４．余寿命診断手法の検出可能範囲

非破壊的な余寿命診断手法は、材料の劣化に伴って発生する組織の変化や物性の変化を指標とするものである。これらの指標は、必ずしも損傷量０％から100％の全領域に亘って変化するわけでない。従って、余寿命診断を行うにあたっては、これらの手法で寿命のどの範囲が検出可能かを十分考慮する必要がある。

参考として、ボイラー材料として広く使用されている2.25Cr‐1Mo材について、各評価手法の検出可能範囲の概略を下図に示す。なお損傷率100％は部材に数mm程度のき裂が発生する状態としている。

	
	

	
	硬さ測定法

	
	

	母
	
	結晶粒変形法

	
	

	
	組織対比法（母材）

	
	

	材
	炭化物組成測定法
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	電気抵抗法
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